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ＩＬＯ定義 日本の例 

高齢 退職によって労働市場から
引退した人に提供される全
ての給付が対象 

厚生年金：老齢年金 
国民年金：老齢年金、老齢福祉年金 
厚生年金基金、農業者年金基金等：老齢年金等 
各種共済組合：退職共済年金 
各種恩給 
介護保険の給付及び社会福祉の老人福祉サービス等 
（注）高齢者の医療費は「保健医療」に含む 
（注）生活保護の医療扶助は「生活保護その他」に含む 

遺族 
 

保護対象者の死亡により
生じる給付が対象 

厚生年金：遺族年金 
国民年金：遺族年金および一時金 
各種共済組合：遺族年金および一時金 
戦争犠牲者：遺族等年金等 
（注）遺族に係る年金給付のうち業務災害制度から支給される給付は「労働災害」
に含む 

障害 部分的又は完全に就労不
能な障害により保護対象者
に支払われる給付が対象 

厚生年金：障害年金および一時金 
国民年金：障害年金 
各種共済組合：傷害年金および一時金 
公衆衛生：予算接種事故救済給付 
社会福祉：特別障害者手当、障害者自立支援給付等 

労働災害 保護対象者の業務上の災
害、病気、障害、死亡に対
する労働災害補償制度か
ら支払われる給付が対象 

労働者災害補償保険、船員保険、公務員の災害補償保険 

ILO基準の社会保障給付の項目と該当する日本の制度 
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ＩＬＯ定義 日本の例 

保健医療 
 

病気、傷害、出産による保
護対象者の健康状態を維持、
回復、改善する目的で提供
される給付が対象 

健康保険制度の療養給付、出産給付、傷病手当金、特定健診・保健
指導事業費等 
各種共済組合：短期（医療）給付・出産給付・休業給付 
公衆衛生：予防接種事故救済給付・現金給付等 
社会福祉：自立支援医療費 
（注）労働災害補償制度から支給される給付は「労働災害」に含む 
（注）生活保護の医療扶助は「生活保護その他」に含む 

家族 子どもその他の被扶養者が
いる家族（世帯）を支援する
ために提供される給付が対
象 

雇用保険等の育児休業給付、介護休業給付 
児童手当 
公衆衛生：家族介護手当、介護加算 

社会福祉：児童扶養手当、特別児童扶養手当、児童福祉サービス
（児童保護費、児童健全育成事業等） 

失業 失業した保護対象者に提供
される給付が対象 

雇用保険等、船員保険：求職者給付、雇用継続給付、雇用安定事業 
（注）雇用継続給付の育児休業給付及び介護休業給付は「家族」に含む 
（注）雇用安定事業は、失業者以外に在職者や雇用主対象の給付も含む 

住宅 住居費の援助目的で提供さ
れる給付 

生活保護制度：住宅扶助費 

生活保護そ
の他 

定められた最低所得水準や
最低限の生活必需品を得る
ために、援助を必要とする
特定の個人又は集団に対し
て提供される現金及び現物
給付が対象 

生活保護：諸扶助費 
各種共済組合：災害見舞金等 
（注）ただし、生活保護の住宅扶助は「住宅」に含む 

（注）ILO定義とは「第１９次社会保障費用調査」の基準である。 
 
（出典）国立社会保障・人口問題研究所「平成２０年度 社会保障給付費」 
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社会保障給付費の推移 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成20年度社会保障給付費」、2011年度（予算ベース）は厚生労働省推計、 

    2011年度の国民所得額は平成23年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成23年1月24日閣議決定） 

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2008並びに2011年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。 

（注）地方自治体が地方の財政のみにより行っている事業等の費用は国内の統計資料の制約から基本的には含まれていない。 

  1970 1980 1990 2000 2011(予算ﾍﾞｰｽ) 

国民所得額（兆円）Ａ 61.0  203.9  346.9  371.8  351.1 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 107.8(100.0%) 

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.6( 49.7%) 

          医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 33.6( 31.2%) 

          福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.6( 19.1%) 

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 30.70% 

107.8 

～
 

～
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社会保障の給付と財源 
 

○ 社会保障給付費は約107.8兆円（年金が約５割、医療が約３割） 
○ この給付（107.8兆円）を保険料（約6割）のほか、国と地方の公費（約4割）などの 
  組合せにより賄っている 
 

社会保障給付費（平成23年度当初予算ベース） 

給付費 107.8兆円 

年金 53.6兆円 
（49.7%） 

医療 33.6兆円 
（31.8%） 

福祉その他 20.6兆円（19.1%） 

（うち介護  7.9兆円） 

保険料 59.6兆円 

保険料の例 
年金 
 ・国民年金  15,020円(H23.4-) 
 ・厚生年金  16.058%(H22.9-) 
医療保険 
 ・協会けんぽ 9.50％（H23.3-） 
介護保険 
 ・１号保険料平均 4,160円（H21～H23年度） 

国庫負担 29.4兆円 

地方負担 10.1兆円 

資産収入等 

財源 99.1兆円＋資産収入 

直近の実績値（平成20年度） 
・ 社会保障給付費 94.1兆円（ＮＩ比26.8%） 
・ 財源構成 保険料 57.4兆円、公費32.7兆円 
        （ほか資産収入など） 

4 （注）地方自治体が地方の財政のみにより行っている事業等の費用は基本的には含まれていない。 
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社会保障財源の全体像（イメージ） 
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歳  出 歳  入 

  一般会計 
  歳出総額 

 92兆4,116億円 

社会保障関係費 
28兆7,079億円 
（31.1%） 

公共事業 
4兆9,743億円 
（5.4%） 

文教及び科学振興 
5兆5,100億円

（6.0%） 

恩給 6,434億円（0.7%） 

その他 
9兆4,673億円 
（10.2%） 

地方交付税 

交付金等 

16兆7,845億円 

（18.2%） 

国債費 
21兆5,491億円 
（23.3%） 

一般歳出 
54兆781億円 
（58.5%） 

 防衛 4兆7,752億円（5.2%） 

一般歳出に占める社会保障関係費の割合 53.1% 

  一般会計 
歳入総額 

92兆4,116億円 

所得税 
13兆4,900億円 
（14.6%） 

その他収入 
7兆1,866億円 
（7.8%） 

公債金 
44兆2,980億円 
（47.9%） 

租税及び印紙収入 
40兆9,270億円 
（44.3%） 

うち（独）鉄運機構納
付金１兆2,000億円、 

財政投融資特別会計
からの受入れ 
１兆588億円、 

外国為替資金特別会
計からの受入れ 

2,309億円 

法人税 
7兆7,920億円 
（8.4%） 

消費税 
10兆1,990億円 
（11.0%） 

その他 
9兆4460億円 
（10.2%） 

揮発油税 26,340（2.9%） 
相続税 14,230（1.5%） 
酒税 13,480（1.5%） 

たばこ税  8,160
（0.9%） 
関税  8,150
（0.9%） 
石油石炭税  5,120
（0.6%） 
自動車重量税  4,280
（0.5%） 

その他税収  4,130
（0.4%） 
印紙収入 10,570（1.1%） 

国の一般歳出と社会保障関係費（平成23年度政府予算案） 
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歳  出 歳  入 

民生費 
19兆7,679億円（20.6%） 

    歳出総額 
 96兆1,064億円 

  歳入総額 
98兆3,657億円 

衛生費 
5兆9,715億円（6.2%） 

労働費 
9,188億円（1.0%） 

その他 
7,121億円 
（0.8%） 

災害復旧費 
1,352億円 
（0.1%） 

教育費 
16兆4,380億円 
（17.1%） 

総務費 
10兆7,184億

円 
（11.2%） 

農林水産業費 
3兆5,530億円 
（3.7%） 商工費 

6兆5,750億円 
（6.8%） 

土木費 
13兆2,920億円 
（１3.8%） 

警察費 
3兆3,121億円 
（3.4%） 

消防費 
1兆8,278億円 
（1.9%） 

うち個人住民税 

  12兆2,632億円 
うち法人関係二税 

  5兆1,631億円 

うち地方譲与税 

  6,788億円 

公債費 
12兆8,846億円 
（13.4%） 

（注）民生費には、社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、災害救助費が含まれる。 
   衛生費には、公衆衛生費、結核対策費、保健所費、清掃費が含まれる。 
資料：総務省「平成22年版 地方財政白書」をもとに作成 

地方交付税 
15兆8,202億
（16.1%） 

地方税 
35兆1,830億円
（35.8%） 

その他 
18兆2,012億円
（18.5%） 

国庫支出金 
16兆7,653億円 
（17.0%） 

地方債 
12兆3,960億

円 
（12.6%） 

地方の普通会計決算の概要（平成21年度） 
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地方における目的別歳出構成の推移 

（注１）民生費等とは、決算統計の民生費・衛生費・労働費から災害救助費・清掃費を除いたもの。  
（注２）数値は平成２年度の各費目ごとの地方歳出決算額を100としたときの指数。 
資料：総務省「平成21年度地方公共団体普通会計決算の概要」をもとに作成 

土木費 

教育費 

総務費 

民生費等 

（年度） 
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国際機関等が定めている社会保障の規模を表す指標 
（各種国際基準） 

出典：社会保障費統計に関する研究会報告書 9 


